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平成 28 年 3 月 14 日 

企業会計基準委員会 

 

企業会計基準適用指針第 27 号 

「税効果会計に適用する税率に関する適用指針」の公

表 
 

 

公表にあたって 

平成 25 年 12 月に開催された第 277 回企業会計基準委員会において、基準諮問会議より、

日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指針（会計処理に関する部分）につ

いて当委員会で審議を行うことが提言されました。この提言を受けて、当委員会は、平成

27 年 12 月に企業会計基準適用指針第 26 号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」

（以下「回収可能性適用指針」という。）を公表するとともに、日本公認会計士協会におけ

る税効果会計に関する実務指針のうち回収可能性適用指針に含まれないものについて、当

委員会に移管すべく審議を行っております。このうち税効果会計に適用する税率の取扱い

について、実務上の課題があるため、他に先行して関連する適用指針を開発することとし、

審議を重ねてまいりました。 

今般、平成 28 年 3 月 9日開催の第 331 回企業会計基準委員会において、標記の「税効果

会計に適用する税率に関する適用指針」（以下「本適用指針」という。）の公表が承認され

ましたので、本日公表いたします。 

本適用指針につきましては、平成 27 年 12 月 10 日に公開草案を公表し、広くコメント募

集を行った後、当委員会に寄せられたコメントを検討し、公開草案の修正を行った上で公

表するに至ったものです。 
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本適用指針の概要 

以下の概要は、本適用指針の内容を要約したものです。 

 

 目的（本適用指針第 1項） 

本適用指針は、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率について、企業会

計審議会が平成 10 年 10 月に公表した「税効果会計に係る会計基準」（以下「税効果会

計基準」という。）を適用する際の指針を定めるものである。 

 

 税効果会計に適用する税率（本適用指針第 4項から第 9項） 

 法人税、地方法人税及び地方法人特別税に関する税率 

本適用指針では、法人税、地方法人税及び地方法人特別税について、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に用いる税率は、決算日において国会で成立している税法

（法人税、地方法人税及び地方法人特別税の税率が規定されているもの（以下「法人

税法等」という。））に規定されている税率によることとしている。なお、決算日に

おいて国会で成立している法人税法等とは、決算日以前に成立した法人税法等を改正

するための法律を反映した後の法人税法等をいう。 

 

 住民税（法人税割）及び事業税（所得割）に関する税率 

本適用指針では、住民税（法人税割）及び事業税（所得割）（以下合わせて「住民

税等」という。）について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率は、

決算日において国会で成立している税法（住民税等の税率が規定されているもの（以

下「地方税法等」という。））に基づく税率によることとしている。なお、決算日に

おいて国会で成立している地方税法等とは、決算日以前に成立した地方税法等を改正

するための法律を反映した後の地方税法等をいう。 

また、決算日において国会で成立している地方税法等に基づく税率とは、次の税率

をいう。 

(1) 当事業年度において地方税法等を改正するための法律が成立していない場合

（地方税法等を改正するための法案が国会に提出されていない場合を含む。） 

決算日において国会で成立している地方税法等を受けた条例に規定されてい

る税率（標準税率又は超過課税による税率） 

(2) 当事業年度において地方税法等を改正するための法律が成立している場合 

① 改正された地方税法等（以下「改正地方税法等」という。）を受けて改正され

た条例（以下「改正条例」という。）が決算日以前に各地方公共団体の議会等

で成立している場合 

決算日において成立している条例に規定されている税率（標準税率又は超

過課税による税率） 
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なお、決算日において成立している条例とは、決算日以前に成立した条例

を改正するための条例を反映した後の条例をいう。 

② 改正地方税法等を受けた改正条例が決算日以前に各地方公共団体の議会等で

成立していない場合 

ア 決算日において成立している条例に標準税率で課税することが規定され

ているとき 

改正地方税法等に規定されている標準税率 

イ 決算日において成立している条例に超過課税による税率で課税すること

が規定されているとき 

改正地方税法等に規定されている標準税率に、決算日において成立し

ている条例に規定されている超過課税による税率が改正直前の地方税法

等の標準税率を超える差分を考慮する税率 

 

 開示（本適用指針第 10 項） 

本適用指針第 4項から第 9項による税率を用いて決算を行い、かつ、決算日後に当該

税率の変更を伴う法律が成立した場合、税効果会計基準 第四 4 に従って、その内容及

び影響を注記する。 

 

 適用時期（本適用指針第 11 項） 

本適用指針は、平成 28 年 3 月 31 日以後終了する連結会計年度及び事業年度の年度末

に係る連結財務諸表及び個別財務諸表から適用する。 

 
以 上 


